
①「予期せず家計が急変」したことには、定年退

職による収入の減少や、年金が支給されない月

や事業活動に季節性があるもの等の通常収入

が得られない月の収入等、当該月に収入がない

ことがあらかじめ明らかであるものは該当せず、

当該月を任意の１か月として申請することはでき

ません。なお、不法行為に起因する収入の減少

②申請書の「２．申請者が属する世帯の状況」に

記載した全ての方の状況を記載して下さい。

【令和4年1月以降の任意の1か月の収入により

申請する場合】

④欄には、収入の減少のあった月を、⑤欄に

は、その月の収入を、⑥欄には、D×12の額を記

載して下さい。

下表から、①欄の人数に対応する区分の非課

税相当収入限度額を確認し、この額を⑦欄に記

入して下さい.。

非課税相当額収入限度額（⑦欄）と年間収入

見込額（⑥欄）を比較して、⑥欄のほうが低けれ

記載例②の場合、非課税相当額収入限度額

（⑦欄）と年間収入見込額（⑥欄）を比較して、⑥

欄のほうが高いため、所得による申請となります。

（２枚目を記入）



収入により申請する場合は記入不要です。

⑧⑨⑩の該当する欄に控除額を記入してくださ

年間所得見込額を計算してください。

年間所得見込額＝

収入額－（⑧給与所得控除額＋⑨事業収入等

の経費＋⑩公的年金控除 ）

下表の非課税限度額早見表から、扶養人数に

応じて、該当する金額を記入してください。

⑦欄の年間収入見込額を転記してください。


